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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績 
実績

評価

１ 消費者情報の提供 

 消費者行政センターの情報の充実（経済労働局) 

① 「くらしの情報かわさき」の発行 

日常的に必要な生活情報や消費生活相談事例

など時宜を得た情報を提供するため、「くらしの

情報かわさき」を定期的に発行する。 

発行部数・回数 ８,７００部（カラー） ６回

②－１「消費生活相談月報」の発行 

毎月の消費生活相談件数・内容及び相談事

例や時宜を得たアドバイス等を掲載し発行す

る。 

  ②－２「上半期消費生活相談統計」の発行 

     毎年度上半期（４月～９月）における消費

生活相談件数・内容及び相談事例や時宜を得

たアドバイス等を掲載し発行する。 

  ②－３「消費生活相談年報」の発行 

     一年間における消費生活相談件数・内容及

び相談事例や時宜を得たアドバイス等を掲載

し発行する。 

１ 消費者情報の提供 

 消費者行政センターの情報の充実 

① 「くらしの情報かわさき」の発行 

発行部数・回数   ９，０００部 ６回 

【特集記事】 

5･6 月号 消費者行政センターのご案内 

7･8 月号 食品表示法スタート 

     3 つの法律が 1つに 

9･10 月号 地域をつなぐこれからの薬局 

11･12 月号 だまされる心理分析から詐欺対策を 

     見直そう！ 

1･2 月号 賃貸住宅を退去したときの 

     敷金精算トラブル解決のために 

3･4 月号 4月から電力の自由化が始まります 

②－１「消費生活相談月報」の発行 

発行部数・回数   ９５０部 １２回 

  ②－２「上半期消費生活相談統計」の発行 

     発行部数・回数   ２５０部  １回

  ②－３「消費生活相談年報」の発行 

 発行部数・回数   ３５０部  １回 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

③ ポスター・リーフレット等の発行及び配布 

消費生活相談件数の中でも多数を占めている

若年者及び高齢者を主な対象として、チラシ、

リーフレット、ポスター、啓発物を作成し、配

布する。 

④ 関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キ

ャンペーンに参加し、自治体の所管を越えた効

果的な啓発に努める。 

⑤ 消費者行政センターのホームページによる消

費生活情報の適宜発信を行い、アクセス件数の

増加を図る。 

⑥ メールマガジン配信サービス「かわさき消費

生活メールマガジン」による消費生活相談事例、

消費生活関連情報を適宜配信し、登録者数の増

加を図る。 

③ ポスター・リーフレット等の発行及び配布 

国民生活センター発行による冊子を購入、市

独自発行のチラシ・ポスター、リーフレット、

グッズ等を作成し、市の施設､学校､地域団体､町

内会及び企業に配布した。 

また、街頭キャンペーンなどで配布すること

により被害の未然防止を呼びかけた。 

・リーフレット 

消費者行政センター紹介のしおり     ９，０００部

ネコ型リーフレット一般編        １０，０００部

ネコ型リーフレット若者編        １０，０００部

カモ診断テスト             １０，０００部

・冊子類 

国民生活センター作成「くらしの豆知識」 

                    １３５冊

平成27年度版消費者支援協定の御案内 １，２００部

・啓発物 

啓発用ティッシュ    ２５，０００個

クリアファイルＡ４サイズ ３，０００部

クリアファイルＡ５サイズ ３，０００部

啓発用うちわ      １９，５００部

消費生活啓発用回覧板  １３，０００冊

④ 関東甲信越ブロック悪質商法被害防止共同キ

ャンペーンに参加し、若者や高齢者に対して被

害の未然防止を呼び掛けた。 

・リーフレット 

高齢者向け          ２，０００部 

若者向け           ３，１００部 

・ポスター 

高齢者向け                           ５０部

若者向け                           １１０部

⑤ 消費者行政センターのホームページに適宜消

費生活情報を掲載した。 

⑥ 「かわさき消費生活メールマガジン」により、

消費生活相談事例、消費生活関連情報を適宜配

信した。 

・配信回数 

定期配信（１ヶ月に１回）   １２回 

号外配信           １０回 

・登録者数（３月３１日現在）     

パソコン        １，３２８件 

携帯          ３，２１５件 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

⑦ 「川崎市消費者行政事業概要」を発行し、区

役所や図書館等に配布するとともに、消費者行

政センターのホームページでも公表する。 

⑧ 関係部局との連携を図り、情報提供の充実に

努める。 

⑨ 資料展示・閲覧コーナー 

消費生活情報や消費者問題についての最新情

報を自由に閲覧できるコーナーを消費者行政セ

ンターに常設し、資料（リーフレット、パンフ

レット等）の展示や図書やＤＶＤ等閲覧、貸出

を行う。また、インターネット閲覧用パソコン

のオープン利用を実施する。 

⑩ 街頭キャンペーンの実施 

駅頭や商店街を通行中の市民に対し、啓発物

等を配布しながら悪質商法被害防止について呼

びかける。 

⑪ 着ぐるみ啓発の実施 

消費者行政センターオリジナルキャラクター

の着ぐるみがイベント等に参加し、悪質商法被

害防止について呼びかける。 

⑫ 消費生活展の開催 

市内で活動する消費者団体に、日頃の研究成

果や活動内容の発表の場を提供するとともに、

消費生活に関する知識の普及を図り、市民の消

費生活の向上に資するため、消費生活展を実施

する。 

⑬ 広告掲出等による啓発活動 

川崎市が発行する冊子等へ消費者ホットライ

ン、センター窓口周知の他、悪質商法被害防止

について呼びかける。 

⑦ 「川崎市消費者行政事業概要」を区役所や図

書館、市内消費者団体等へ配布するとともに消

費者行政センターホームページでも公表した。 

・発行部数         ２５０部

⑧・ＦＭ Ｋ－ＣＩＴＹと連携し、年間を通じて

相談事例の紹介、講演会等の案内を実施した。 

・シティプロモーション推進担当と連携し、Ｊ

Ｒ川崎駅西口｢河川情報表示版｣で情報提供を

実施した。 

・田園調布学園大学のＤＣＵ祭、明治大学の生

明祭に参加し、川崎純情小町☆を起用した若

者向けのキャンペーンを実施した。 

⑨ 資料展示・閲覧コーナー 

消費者行政センターに資料展示・閲覧コーナ

ーを常設し、消費生活に関連する図書やＤＶＤ

等の収集に努め、消費生活情報を提供できる体

制を整備した。 

また、インターネット閲覧用パソコンのオー

プン利用を実施した。 

⑩ 街頭キャンペーンの実施 

業務委託等により、１６回実施 

・実施場所（銀柳街、登戸駅前、等々力緑地、 

ラゾーナ川崎プラザ、国際交流センター他） 

⑪ 着ぐるみ啓発の実施 

消費者行政センターオリジナルキャラクター

の着ぐるみがイベント等に参加し、悪質商法被

害防止について呼びかけた。 

・実施場所(明治大学、市民祭他計１４回) 

⑫ 消費生活展の開催 

開 催 日 平成２７年１０月１１日（日） 

会  場  ＪＲ武蔵溝ノ口駅南北自由通路 

参加団体 消費者団体  １０団体 

           他団体    ２団体 

⑬ 広告掲出等による啓発活動 

映画館での広告掲出を実施し、悪質商法被害

防止について呼びかけた。 

Ｖ

４
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

 食品の安全に関する情報（経済労働局） 

① 冊子「食生活と安全」の発行 

食品の安全性に関する知識の普及のため冊子

「食生活と安全」を発行する。 

② 食の安全知識普及事業の実施 

消費者に対して東日本大震災被災地の食品に

関する適切な情報を発信し、安全性についての

正しい知識の啓発を行うため、消費者が多く集

まる商店街のイベント等において、被災地の生

産者による食の安全性を確保するための取組み

の紹介や、放射能などの食に関するパネル展等

を実施するとともに、被災地産品の販売を行う。

実施期間 ７月～１１月（全５回） 

 食生活や栄養に関する情報(健康福祉局) 

・健康寿命の延伸を目指し、健全な食生活や栄養

等に関する情報をリーフレットやグッズ等によ

り提供し、広く普及啓発を図る。 

・食育の日キャンペーンを実施する。 

 消防に関する情報（消防局） 

① 火災予防広報業務 

春・秋の火災予防運動や各種予防行事の実

施、防火ポスターの掲示、防火パンフレット、

チラシ等を活用して火災予防を呼びかける。 

また、消防局・各消防署、ホームページ等

においても火災予防広報を実施する。 

② 火災予防広聴業務 

火災予防業務全般、消防用設備等の設置、維

持管理等についての相談業務を行う。 

 食品の安全に関する情報 

①  冊子「食生活と安全」の発行 

発行部数・回数  １，２４０部  １回 

② 食の安全知識普及事業の実施 

消費者に対して東日本大震災被災地の食品に

関する適切な情報を発信し、安全性についての

正しい知識の啓発を行うため、消費者が多く集

まる商店街のイベント等において、被災地の生

産者による食の安全性を確保するための取組み

の紹介や、放射能などの食に関するパネル展等

を実施するとともに、被災地産品の販売を行っ

た。 

実施期間 ７月～１１月（全１６回） 

来場者数 ６，３３０人 

 食生活や栄養に関する情報 

・市独自発行のリーフレットを作成、冊子等を購

入し､各区役所保健福祉センター等で配布し､情

報を提供した。 

・食育の日のキャンペーンを毎月１９日に市内主

要駅周辺等で実施した。 

・動画ＰＲ映像を成人の日を祝うつどい等のイベ

ントで放映した。 

 消防に関する情報 

① 火災予防広報業務 

春・秋の火災予防運動や各種予防行事の実

施、防火ポスターの掲示、防火パンフレット、

チラシ等を活用して火災予防を呼びかけた。 

また、各消防署及びホームページにおいても

火災予防広報を実施した。 

ポスター等    約２１，０００枚配布 

② 火災予防広聴業務 

火災予防業務全般、消防用設備等の設置、維

持管理についての相談業務を行った。 

相談業務 約８，０００件(約１５，０００人) 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

 平成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

③ 住宅防火対策の推進 

住宅用火災警報器の設置について、防火指導

員制度や各消防署に設置している住宅用火災

警報器設置対策連絡会等を活用し、普及啓発す

るとともに、他部局と連携して住宅防火対策普

及啓発資料等を配布する等、住宅火災による死

者のより一層の低減を図る。 

また、防火訪問等を実施して、防炎物品の普

及等住宅防火対策を積極的に推進する。 

④ 放火防止対策 

各消防署に設置された放火火災防止対策協議

会を中心として、地域の特性に応じた放火対策

を検討し、地域ぐるみで放火防止を目指すとと

もに、市内の町内会、自治会にチラシ等を配布

するなど各種広報媒体を活用した放火防止対策

の推進を図る。 

⑤ 不適正販売等の防止対策 

火災予防運動や各種会議・イベントの実施

時、ホームページ等において、消火器及び住宅

用火災警報器の不適正販売並びに消防用設備

等の不適正点検について注意喚起し、不適正

販売等の防止対策の推進を図る。 

 住宅に関する情報の提供（まちづくり局） 

「住宅相談」、「マンション管理相談」の窓口にお

いて、住宅に関する行政のさまざまな助成制度などを

紹介するほか、第三者の立場で専門家が各種法や制度

を説明するなど、市民をトラブルから守るため適切な

アドバイスを行う。 

また、住宅の瑕疵担保責任履行等の制度の普及を図

るため、講習会やセミナーを開催する。 

① 住宅相談窓口 

○川崎市まちづくり公社ハウジングサロン 

（住宅相談）要事前予約 

・毎週火、土曜日  

10：00～12：00、13：00～16：00 

電話 ８２２－９３８０（問合せ・予約） 

（マンション管理相談）要事前予約 

・毎週火、木、土曜日  

10：00～12：00、13：00～16：00 

電話 ８２２－９３８０（問合せ・予約） 

③ 住宅防火対策の推進 

全ての住宅に義務付けられた住宅用火災警

報器の設置について防火指導員制度等を活用

し普及啓発をするとともに、住宅防火対策普及

啓発資料等を配布する等、住宅火災による死者

のより一層の低減を図った。 

④ 放火防止対策 

放火火災防止（火災予防）広報大使及び各消

防署に設置された放火火災防止対策協議会を活

用し、地域ぐるみで放火防止に取り組むととも

に、市内の町内会、自治会にポスター等を配布す

るなど、各種広報媒体を活用し、放火防止対策の

推進を図った。 

⑤ 不適正販売等の防止対策 

消火器及び住宅用火災警報器の不適正販売

並びに消防用設備等の不適正点検について、

火災予防運動、各種会議・イベントの実施時、

ホームページ等において注意喚起を行い、不

適正販売等の防止対策の推進を図った。 

 住宅に関する情報の提供 

① 住宅相談窓口 

○川崎市まちづくり公社ハウジングサロン 

相談実績 

（住宅相談） ９８件 

（マンション管理相談）２５３件 

○川崎市住宅供給公社住まいの情報サロン 

    相談実績 

   （住宅相談） １７６件 

   （マンション管理相談） ３０件 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

② アドバイザー派遣制度（派遣相談） 

○川崎市まちづくり公社ハウジングサロン 

（住宅相談） 

派遣相談 必要に応じて１回(３時間/回)まで 

電 話 ８２２－９３８０（問合せ） 

（マンション管理相談） 

派遣相談 必要に応じて２回(３時間/回)まで 

電 話 ８２２－９３８０（問合せ） 

③ マンション管理基礎セミナー（２回実施/年） 

分譲マンションの管理組合役員等に、区分所有建

物の維持、保全に必要な情報を提供することによ

り、良好な住環境の形成を図ることを目的として開

催。〔（一財）川崎市まちづくり公社主催〕 

④ 住まい・まちづくり講習会（２回実施/年） 

長期優良住宅認定制度、住宅性能表示制度、低

炭素住宅認定制度、住宅履歴情報、住宅税制など

住宅に関する法や各種制度の情報について、事例

を紹介しながら講演を行う。 

２ 消費者教育の推進 

 川崎市消費者強調月間の実施（経済労働局） 

本市の条例が施行された１１月を「消費者強調

月間」とし、各種行事を集中して実施する。 

・特別講演会の実施 

・街頭キャンペーンの実施 

② アドバイザー派遣制度（派遣相談） 

○川崎市まちづくり公社ハウジングサロン 

（住宅相談） ５件 

（マンション管理相談） １３件 

 ○川崎市住宅供給公社住まい情報サロン 

（住宅相談） １４件 

（マンション管理相談） ２８件 

③ マンション管理基礎セミナー ２回実施 

第１回（平成２７年７月２５日 実施） 

「マンション管理の基礎について～国土交通省 

によるマンション総合調査結果概要及び組合 

会計等～」 

参加者 １５６名 

第２回（平成２８年２月１３日 実施） 

「大規模修繕工事の進め方～注意するポイン

ト～」 

    「大規模耐震改修工事を経験して～管理組合の 

奮闘談～」 

参加者 １７８名 

④ 住まい・まちづくり講習会  ２回実施

第１回（平成２７年１０月２４日実施）

第２回（平成２８年２月６日実施）

２ 消費者教育の推進 

 川崎市消費者強調月間の実施 

各種の行事を開催した。 

・特別講演会(講演) 

開催日  平成２７年１１月１８日（水） 

テーマ  「初心者向けスマートフォン 

購入＆利用講座」 

会 場  てくのかわさき 

参加者  ４９人 

・街頭キャンペーン ４回 

・着ぐるみキャンペーン ４回 

・アゼリア地下街広報コーナーでの啓発  

１４日間 

Ⅴ

４
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

 生活設計推進（経済労働局） 

生活設計の自主的な取り組みがますます必要と

なっているため、身近で分かりやすい金融関連情

報等を提供し、学習の支援を行う。 

 くらしのセミナーの開催(経済労働局)  
自主グループ、地域団体、学校、企業等による

消費生活に関する学習会及び研修会に、講師を派
遣する。また、関係部局との連携により、更に幅
広く利用促進を図る。 

 消費者連続講座の実施（経済労働局） 
消費者を対象として、消費生活に関連する情報

を提供する。 
開催予定  ３回 

 消費者教育講座の実施（経済労働局） 
地域における消費者教育の推進及び地域の多様

な主体等との連携・協働により、地域社会における
消費者問題解決力の強化を推進するため、各区で高
齢者を見守る地域包括支援センター職員等を対象
とした消費者教育講座を実施する。 
・開催予定 １２回 

 生活設計推進 

生活設計・契約知識など金融関連情報等普及の

ため、啓発用リーフレットの配布、「くらしのセミ

ナー」の中で、高齢者向け消費者被害防止や老後

を見据えた生活設計、ライフプランや資産形成、

不動産売買等に係る金銭教育をテーマに設定し、

学ぶ機会を提供した。 

 くらしのセミナーの開催 
・開催回数       １０９回 
・参加者      ３，９４６人 
・主なテーマ別開催状況   資料編２(P55)参照 
悪質商法(落語)     ３５回  
悪質商法        １２回 
食生活         ３１回 など 

  消費者連続講座の実施 
・開催回数         ３回 
・参 加 者       １０２人 
・会  場   生活文化会館（てくのかわさき） 
・テーマ等     資料編３(P55)参照 

 消費者教育講座の実施 
地域の高齢者等を消費者被害から守ることを目

的に、地域包括支援センター等高齢者を見守る側
を対象とした講座を実施し、消費者行政センター
に寄せられた消費者相談の事例、問題点、課題に
ついて説明し、今後の関係機関との連携のあり方
を検討した。 
テーマ 
「高齢者の消費者被害を未然防止するために」等 
・開催回数 １２回 
・開催場所 各区役所、医療生活協同組合等 
・参加者  各区職員、地域包括支援センター職

員、警察官、社会福祉協議会職員、
民生委員、町内会役員、医療生活協
同組合職員、高齢者住宅相談員等 

Ｖ
５ 

Ｖ
５ 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

 消費者教育推進事業の実施（経済労働局） 

① 高齢者に対する被害の未然防止・早期発見、

被害拡大防止を図るため、家庭や地域、関係機

関等が連携し迅速に対応することが不可欠とな

っている。 

日常生活または、地域や事業活動で高齢者と

接点のあるものに対し、消費者教育を行い、見

守りの担い手を育成する。 

・講座の開催予定 北部エリア・南部エリア 

各２回 

・イベントの開催予定 １回 

・高齢者見守りハンドブックの作成 

・見守り啓発物の作成 

 消費者教育推進事業の実施 

① 高齢者の消費者被害は依然多いことから、被

害の未然防止・早期発見のために、地域社会全

体で見守り、支援することが求められている。

「もう､だまされない。地域で高めよう『見守り

力』」をテーマに講座・フォーラムを実施し、

心理学者等専門家から消費者トラブル実例・対

処法や消費者心理を学び考える機会を提供する

ことで、見守りの担い手を育成した。 

・高齢者を消費者トラブルから守るために家族

や地域全体で見守ることができるよう、タウン

誌に平成２７年８月から平成２８年３月まで最

新相談事例と対処法等を連載。 

・講座・フォーラムを５回開催 

○ 南部エリア講座 ２回 

・開催日 平成27年10月29日、11月5日 

・会 場 川崎市教育文化会館 

・参加者 ４３名 

○ 北部エリア講座 ２回 

・開催日 平成27年12月2日、12月9日 

・会 場 川崎市生活文化会館 

・参加者 ４９名 

○ フォーラム １回 

・開催日 平成28年3月5日 

・会 場 川崎市総合自治会館 

・参加者 １８１名 

・見守りガイドブック：５，０００部発行 

・啓発用グッズ(通帳ケース等)：１０，００

０部作成 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

② 消費者教育推進イベント及び夏休み親子向

け講座の実施 

主に若者に対して、イベントによって楽しみ

ながら消費者問題、消費者トラブルについて考

える機会を作るとともに、金融リテラシー（お

金の知識・判断力）や環境に配慮した消費生活

活動をテーマとした親子向け講座を開催するこ

とによって総合的な消費者教育の推進を図る。 

・イベントの開催予定 １回 

・若者向け啓発物の作成 

・講座の開催予定 ３回 

③ 障害者を見守る人へ向けた消費者教育・啓発

事業の実施 

障害者の消費者トラブルが数多く寄せられてお

り、その相談内容には深刻なものも多い。このよう

な消費者トラブルを防ぐためには、家族や周りの

人々、地域の諸機関が連携しての見守りが有効であ

る。そこで、日常生活または、地域や事業活動で障

害者と接点のあるものに対して消費者教育を行い、

見守りの担い手を育成する。 

・障害者見守りガイドブックの作成 

・啓発物の作成 

② 消費者教育推進イベント及び夏休み親子向

け講座の実施 

  若者の消費者トラブルの拡大防止及び消費

者問題に対する理解度向上等を目的として、楽

しみながら消費者問題について学ぶことがで

きるイベント「消費者教育フェスティバル」を

実施した。また、主に小・中学生を対象とし、

総合的な消費者教育の推進を図るため、金融分

野や環境分野をテーマとした夏休み親子向け

講座を実施した。 

・若者向けイベント実施回数 １回 

開催日：平成２７年１１月２８日（土） 

会 場：ラゾーナ川崎プラザ ルーファ広場 

・啓発用グッズ(ﾌﾘｸｼｮﾝﾍﾟﾝ)：３，０００個作成 

・夏休み親子向け講座実施回数 ３回 

【第一回】 

開催日：平成２７年７月３１日（金） 

テーマ：グリーンコンシューマー講座 

会 場：川崎市産業振興会館 

【第二回】 

開催日：平成２７年８月２日（日） 

テーマ：経済教育講座 

会 場：川崎市産業振興会館 

【第三回】 

開催日：平成２７年８月１１日（火） 

テーマ：金融経済教育講座 

会 場：川崎市産業振興会館 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

 市場体験教室等の開催（経済労働局） 

市民の台所として生鮮食品等を安定供給してい

る中央卸売市場北部市場から、食を中心とした市

場の役割や機能等について、知識の啓発を行う。 

講習会・講座 

  【北部市場】 

  ・おやこ花育教室         ４回／年 

  （フラワーアレンジメント体験等） 

  ・夏休みこども食育講座      １回／年 

  （北部市場のプロから学ぶ・市場見学他） 

  ・市場体験教室          １回／年 

  （寿司講座） 

廃棄物の減量及び有効利用等の推進と啓発(環境局)

循環型社会の構築に向け、ごみの減量やミック

スペーパー、プラスチック製容器包装をはじめと

する資源物の分別排出の徹底など、市民の理解と

協力を得ながら、３Ｒをより一層推進するため、

環境配慮行動の実践を広く市民に呼び掛けるとと

もに、効果的・効率的な普及広報活動を実施する。

① 分別排出の徹底 

ミックスペーパー及びプラスチック製容器包

装等の資源物の分別排出について周知・徹底を

図る。 

 市場体験教室等の開催 

講習会・講座 

【北部市場】 

・おやこ花育教室            ４回／年157人 

（フラワーアレンジメント体験等） 

・夏休みこども食育講座     １回／年  33人 

（北部市場のプロから学ぶ・市場見学他） 

・市場体験教室       1回／年  14人 

（寿司講座） 

 廃棄物の減量及び有効利用等の推進と啓発  

分ければ資源、混ぜればごみを基本に、市民及

び事業者に対し、ごみの減量、分別ルールの徹底

及び排出マナーの向上等について広報を実施 

・家庭でのより一層の生ごみ対策の啓発を目的

に、７月から９月まで連続キャンペーンを実施 

（延べ２０回） 

① 分別排出の徹底 

資源物の処理実績 

・空き缶の収集量     ７，１３４㌧ 

・空きびんの収集量   １２，２２５㌧ 

・ペットボトルの収集量  ４，９５４㌧ 

・小物金属の収集量    ２，７７２㌧ 

・ミックスペーパーの収集量 １３，６１８㌧ 

・プラスチック製容器包装の収集量 １２，５８７㌧ 

※ミックスペーパーは平成１８年１１月から約

４，２００世帯でモデル収集を開始し、平成２３

年３月から全市で実施。 

プラスチック製容器包装の分別収集は、平成２

２３年３月から川崎区、幸区、中原区で開始し、

平成２５年９月から全市で実施。 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

② リサイクルコミュニティセンターの利用の推進 

廃棄物に係るリサイクル活動への市民の積極

的な参加と実践活動による意識啓発の拠点とし

て開設した橘リサイクルコミュニティセンター

の利用の推進を図る。 

リサイクル講座・教室等の開催 

名称 

エコぞうり教室 

紙すき教室 

廃材の木工教室（初級） 

廃材の木工教室（中級） 

固形石けんづくり教室 

粉石けんづくり教室 

古布のリフォーム・小物作り教室 

牛乳パック工作教室 

裂き織り教室 

小さな機織り教室 

ミニぞうりストラップ教室 

・リサイクルバザーの開催       １回 

③ ごみ減量化・リサイクルに向けた普及啓発活動の実施 

市民にごみ処理の現状を理解してもらい、ご

み減量化・リサイクルへの協力を得るための普

及啓発活動を実施する。 

③－１ 施設見学会の開催 

ごみ処理施設やリサイクル施設の見学

会を開催し、ごみ処理事情の理解を図る。

③－２ ３Ｒ推進講演会の開催 

３Ｒに関する話題をテーマに開催し、環

境に配慮した行動の実践を促進する。 

③－３ ごみの出し方冊子の配布 

資源物とごみの分別ルールと排出マナー

を分かりやすく記載したリーフレットを配

布する。 

② リサイクルコミュニティセンターの利用の推進 

リサイクル講座・教室等の開催 

名称 件数 参加者数 

エコぞうり教室 ３２ １６３ 

紙すき教室 ２ ２ 

廃材の木工教室（初級） １２ ３５ 

廃材の木工教室（中級） １２ ４０ 

固形石けんづくり教室 １ １ 

粉石けんづくり教室 ０ ０ 

古布のリフォーム・小物作り教室 １０ ３２ 

牛乳パック工作教室 １２ １１１ 

裂き織り教室 １２ ７９ 

小さな機織り教室 １０ ３７ 

ミニぞうりストラップ教室 ３ ４ 

・リサイクルバザーの開催          １回 

③ ごみ減量化・リサイクルに向けた普及啓発活動の実施 

③－１ 施設見学会の開催 

開催実績 回 数 １１回  

③－２ ３Ｒ推進講演会の開催 

開催日  平成２８年１月２６日（火） 

会 場  高津市民館 

③－３ ｢資源物とごみの分け方・出し方｣の作成 

１２．５万部 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

③－４ フリーマーケットの開催 

市主催のイベント等において家庭で不

要になったものを他の人に譲るなど、資源

の有効利用を図る。 

③－５ 「ごみゼロの日」啓発キャンペーン 

５月３０日の「ごみゼロの日」にちなみ

市内主要駅頭において、ごみ減量化・リサ

イクル及びポイ捨て禁止を訴える。 

④ 生ごみ処理機等購入費への助成 

生ごみの減量化・リサイクルを推進するた

め、生ごみコンポスト化容器・電動生ごみ処理

機などの機器及び容器の購入費の一部を助成

する。 

平成２８年度助成計画基数 約１５０基 

助成額 購入金額の２分の１  

（限度額２０，０００円）

１世帯１基まで（ただしコンポスト化容

器・密閉容器については１世帯２基まで）

⑤ 社会科副読本の作成 

環境教育の一環として、児童期から廃棄物の収

集・処理の過程及びごみ減量化・リサイクルの必

要性等を理解してもらうために市内の全小学校

を対象に社会科学習用補助教材を作成し、配布す

る。 

⑥ 事業系一般廃棄物の減量化等に向けた指導 

事業系一般廃棄物多量排出事業者に対し、減

量等計画書及び一般廃棄物管理責任者選任（変

更）届出書の提出、廃棄物管理票の使用を指導

するとともに、同準多量排出事業者には、減量

等計画書を提出させて、減量化・資源化の指導

を実施していく。 

⑦ 廃棄物減量指導員制度との連携 

地域におけるボランティア・リーダーとして、

また、市と市民とのパイプ役として、ごみ減量

化・リサイクルの一翼を担う廃棄物減量指導員

の活動の活性化を図り、地域の環境美化及びご

みの減量に取り組む。 

また、廃棄物減量指導員連絡協議会の充実を

図り、指導員相互の連携を強化する。 

③－４ フリーマーケットの開催 

開催日  平成２７年１１月３日（火） 

会 場  富士見球場 

③－５ 「ごみゼロの日」啓発キャンペーン 

ごみ減量化・再資源化及びポイ捨て禁止

等の呼びかけ及び清掃活動 

実施日  平成２７年５月２９日（金） 

④ 生ごみ処理機等購入費への助成  

助成基数  １５７基

⑤ 社会科副読本の作成 

市内小学校等             １２４校 

作成冊数       １４，０００冊 

⑥ 事業者への協力の要請 

対象事業者数 
減量等計画書

提出事業所数 

多量排出事業者 340 294 

準多量排出事業者 1,130 809 

計 1,470 1,103 

⑦ 廃棄物減量指導員制度との連携 

廃棄物減量指導員 １，８８０名（H28.3現在） 

活動状況実績 

・ごみ減量に係る普及啓発活動  

・資源集団回収等のリサイクル活動への参加

及び協力 

・ごみの分別排出方法や排出日の遵守について

・地域住民の廃棄物行政に関する意見、要望

連絡等の情報提供及びアンケートへの協力 

・各区廃棄物減量指導員連絡協議会への出席 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

⑧ 川崎市エコショップ制度の拡充  

廃棄物の再利用・再生利用等に積極的に取り

組む商店等をエコショップに認定して当該店の

利用を推奨する本制度を拡充する。 

⑨ 資源集団回収の推進 

町内会・自治会、ＰＴＡ等の資源集団回収実

施団体に対し、回収量１kg につき、３円の奨励

金を、また、回収業者には、回収量１kg につき

１円の報償金を交付し、資源集団回収の促進を

図る。 

また、回収業者等で組織される川崎市資源集

団回収事業連絡協議会を運営し、回収業者等へ

の支援・育成を図る。 

対象資源化物 

古紙類、古布類、空びん類 

計画回収量 ４７，０６７㌧以上 

⑩ 環境教育・環境学習の実施 

３Ｒの普及啓発に向けて、生活環境事業所職

員が講師となり、ごみ処理の実情や資源物とご

みの正しい出し方などの説明を行う取組とし

て、小学校を対象とした「出前ごみスクール」、

町内会・自治会等の集会や地域のイベントなど

を対象とした「ふれあい出張講座」を実施する。

 地球温暖化対策・節電対策に係る啓発（環境局） 

「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（ＣＣかわさ

き）」及び「地球温暖化対策推進計画」に基づき、「Ｃ

Ｃかわさきエコ暮らし」をキャッチフレーズとして環

境に配慮したライフスタイルへの転換を促す取組を

推進していく。 

また、「川崎市電力需給対策推進基本方針」に基づ

き、市民・事業者・行政が一体となり、節電対策を推

進する。 

① 地球温暖化対策の推進 

市民、事業者、行政等多様な主体が連携し、「川

崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会議）」等を

通じて、地球温暖化対策を推進する。 

また、川崎市地球温暖化防止活動推進センター・

地球温暖化防止活動推進員が連携・協働して、エコ

ショッピング・クッキング等のグリーンコンシュー

マー活動、省エネの推進、再生可能エネルギーの普

及等に関する実践活動を推進していく。 

⑧ 川崎市エコショップ制度の拡充 

エコショップ認定店 

４３３店舗（１商店街含む） 

⑨ 資源集団回収の推進 

回収量 

合 計    ４５，０４８㌧ 

（内訳） 古 紙 類         ４３，９６２㌧ 

古 布 類      １，０８１㌧ 

空びん類             ５㌧ 

⑩ 環境教育・環境学習の実施 

・出前ごみスクール       １２２回 

・ふれあい出張講座        ９９回 

 地球温暖化対策・節電対策に係る啓発 

「カーボン・チャレンジ川崎エコ戦略（ＣＣか

わさき）」及び「地球温暖化対策推進計画」に基づ

き、「ＣＣかわさきエコ暮らし」をキャッチフレー

ズとして環境に配慮したライフスタイルへの転換

を促す取組を推進した。 

また、「川崎市電力需給対策推進基本方針」に基

づき、市民・事業者・行政が一体となり、節電対

策を推進した。 

① 地球温暖化対策の推進 

市民、事業者、行政等多様な主体が連携し、「川

崎温暖化対策推進会議（ＣＣ川崎エコ会議）」等

の活動を通じて、地球温暖化対策を推進した。 

また、川崎市地球温暖化防止活動推進員及び

川崎市地球温暖化防止活動推進センターと連携

し、エコショッピング・クッキング等のグリー

ンコンシューマー活動、省エネの推進、再生可

能エネルギーの普及等に関する実践活動を推進

した。 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

② 節電に関する取組 

市民・事業者への普及啓発や支援策などを引き続

き実施し、無理なく節電を行う「スマートライフス

タイル」への転換を促進していくことで、地球温暖

化対策へ繋げていく。 

また、周辺自治体と連携し、啓発キャンペーンを

実施する。 

 環境教育（環境局） 

川崎市のめざすべき環境像である「環境を守

り自然と調和した活気あふれる持続可能な市

民都市かわさき」を実現し、地域・地球環境の

保全のために、主体的かつ積極的に行動できる

市民を育成することを目的とした環境教育を

実施する。 

・地域環境リーダー育成講座 

地域や職場で環境保全活動等を率先して行

うことのできる人材の育成。 

実施期間 ６月～１０月（全１０回） 

定  員 ２０名 

対  象 市内在住、在勤又は在学の１８歳以上

の方 

・地球においしい「エコ・クッキング」講座 

小・中学校ＰＴＡを対象に、「食」という身近

な題材で体験的に環境の大切さを考える講座を

通じ、環境配慮型ライフスタイルの普及を図る。

開催予定 １０校 

定  員 １５～３０名／校 

対  象 市内小・中学校ＰＴＡ 

② 節電に関する取組 

市民・事業者への普及啓発や支援策などを実

施し、無理なく節電を行なう「スマートライフ

スタイル」への転換を促進していくことで、地

球温暖化対策へ繋げる取組を推進した。 

また、周辺自治体と連携し、電力需要の高ま

る夏季・冬季を中心に節電キャンペーンを実施

した。 

③ エネルギーについて考えるセミナーの開催 

平成２８年４月から開始する「電力小売の全

面自由化」に関する正しい知識、トラブルを未

然に防ぐための注意点等について、市民・事業

者等の理解が深まるようなセミナーを開催し

た。 

 環境教育 

川崎市のめざすべき環境像である「環境を守

り自然と調和した活気あふれる持続可能な市

民都市かわさき」を実現し、地域・地球環境の

保全のために、主体的かつ積極的に行動できる

市民を育成することを目的とした環境教育を

実施した。 

・地域環境リーダー育成講座 

地域や職場で環境保全活動等を率先して行

うことのできる人材の育成。 

実 施 期 間  ６月～１０月 （全１０回） 

講座修了者数 ９名 

・地球においしい「エコ・クッキング」講座 

小・中学校ＰＴＡを対象に、「食」という身近

な題材で体験的に環境の大切さを考える講座を

通じ、環境配慮型ライフスタイルの普及を図っ

た。 

実施期間 ７月～２月 

開催回数   ３校 

受講人数  ６４名 

対  象 市内小・中学校ＰＴＡ 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

 食育推進地域活動事業（健康福祉局） 

「第３期川崎市食育推進計画（平成２６年３

月策定）」推進のために、家庭、学校、地域等

さまざまな分野との連携のもと、すべての年代

の市民に食育を推進し、「健康都市かわさき」

の実現をめざす。 

・食育の講演会、教室等を実施 

・幅広い食育の普及啓発を目指して、食育を

担う栄養士等専門職や地域ボランティアへ

の講習会等を実施 

 学校における消費者教育の充実 

① 消費者教育の指導の充実（教育委員会事務局）

消費者教育は、学習指導要領にも示されて

いるとおり、社会において主体的に生きる消

費者を育む視点から、児童生徒が、消費者と

して必要な知識や技能を身に付けるととも

に、持続可能な社会を展望して、環境に配慮

した生活の営みへの足掛かりとなる能力と

態度を育てることをねらいとしている。そこ

で、各学校では、各教科、道徳、特別活動、

総合的な学習の時間等での消費者教育の充

実を図るとともに題材開発等に取り組む。 

また、市内小学校・中学校・高等学校の家

庭科の教員を中心に学習指導要領の小学校

家庭科、中学校技術・家庭科（家庭分野）の

「身近な消費生活と環境」、高等学校家庭「消

費生活」の内容の周知を図る。 

② 指導者の育成（教育委員会事務局） 

要請訪問や教育課程研究会等において、消

費者教育の課題と現状を共通理解すること

により、学校における消費者教育の普及と充

実を図る。 

③ 消費者教育用電子教材の活用促進 

（経済労働局・教育委員会事務局）

 ホームページ等に掲出している電子教材等に

ついて、活用促進を図る。 

 食育推進地域活動事業 

「第３期川崎市食育推進計画」目標達成のた

めの取組 

・朝食の重要性及びバランスのよい食生活普

及のための講習会等の開催 

・各区役所保健福祉センター、健康福祉局健

康増進課等で講習会等を実施 

 学校における消費者教育の充実 

① 消費者教育の内容を各教科、道徳、特別活

動、総合的な学習の時間の学習に取り入れ、

実験・調査・ロールプレイングなどの体験

的・実践的な活動を通して、ものや資源を大

切にするだけでなく、有効に活用する方法や

より望ましい価値判断をし、行動することが

できる児童生徒の育成を目指し、指導の充実

に努めた。 

また、市内小学校・中学校・高等学校の家

庭科の教員を中心に教育課程研究会や各教

科等研究協議会において、学習指導要領の小

学校家庭科、中学校技術・家庭科（家庭分野）

の「身近な消費生活と環境」、高等学校家庭

「消費生活」の内容の周知を図った。 

② 指導者の育成 

要請訪問や教育課程研究会等において、消

費者教育の課題と現状を把握し、授業研究等

の充実を図った。 

③ 消費者教育用電子教材の活用 

若者向けに寸劇・啓発ソング等を引き続きホ

ームページに掲載し、活用促進を図った。 
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Ⅴ 消費者啓発及び組織化の推進 

平 成 ２８ 年 度 の 事 業 概 要 平 成 ２７ 年 度 の 実 績
実績

評価

３ 消費者団体等の組織化の推進 

 消費者団体の育成及び生活協同組合（経済労働局） 

① 消費者団体の育成 

消費者団体の自主的な活動を援助すると

ともに、各消費者団体間の連携を推進する。

・消費者団体の活動状況を発表する場の提供 

・消費者団体主催の講演会への講師派遣 

・市・消費者団体連絡会の開催 

・消費者団体への情報の提供 

・消費者団体への研修場所の提供 

② 生活協同組合の育成 

生活協同組合の実態把握のため、組合の存立

及び市施策に関係する生協事業に関わる書類

及び店舗、医療施設、介護保険法等に伴う福祉

施設の開設など市の施策に関係する書類につ

いて県への経由事務を行う。 

 食育推進協議会事業（健康福祉局） 

・川崎市食育推進会議・食育推進会議部会 

食育関係団体や企業の代表等の委員によ

り食育に関する審議を行い、連携して市にお

ける食育の推進を図るための体制づくりを

進める。 

・区食育推進分科会 

各区健康づくり推進連絡会議の分科会と

して設置した食育関係団体の代表を委員と

する食育推進分科会において、団体等が連携

して区の特性を活かした食育に取組める体

制づくりを図る。 

３ 消費者団体等の組織化の推進 

 消費者団体の育成及び生活協同組合 

① 消費者団体の育成 

・消費生活展での活動状況の紹介    １０団体 

・講師派遣               ４回 

・消費者団体連絡会の開催        ２回 

・適宜消費者団体へ情報を提供した。  適宜 

・消費者行政センター研修室の貸出   ９回 

② 生活協同組合の育成 

届出  ８件 ・総代会終了届 ４件 

 ・常任役員変更届 １件 

 ・役員就任及び退任届 １件 

 ・専務理事変更届 １件 

 ・理事長変更届 １件 

 食育推進協議会事業 

・川崎市食育推進会議の開催      １回 

・川崎市食育推進会議部会等の開催   ４回 

委員の推薦団体が連携して、食育推進事業

を実施 

・区食育推進分科会       各区 ２回 

各区の特性に合わせた食育の取組を委員

の推薦団体が連携して実施 
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